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関東経済産業局（国際課）について

• 関東経済産業局は、全国9か所に設置されている経済産業省地方機関の一つ。

経済産業省のブロック機関として、経済産業省のミッション（国富の拡大、エネルギーの安

定的かつ効率的な供給の確保）の達成を目指す。

• 国際課では、海外展開支援施策の普及・促進を進め、地域企業の海外展開を積極的に支援。

総務企画部

地域経済部

産業部

資源エネルギー
環境部

通商事務所

• 総務・会計等、職員を支えるバックオフィス部署
• 企画・調査等、政策の企画立案の基礎となる部署（国際課）

• 地域活性化に利用可能な各種施策を担当する部署

• 製造業、サービス業等の業種担当部署
• 消費者行政の担当部署 等

• 電気・ガス等のエネルギーの安定供給を支える部署
• 省エネルギー・新エネルギー・リサイクル等を推進する部署

• 事業者からの輸出入等に関する手続の窓口業務

URL：https://www.kanto.meti.go.jp/annai/index.html

https://www.kanto.meti.go.jp/annai/index.html
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新規輸出１万者支援プログラム

• 経済産業省･中小企業庁･ジェトロ･中小機構が一体となり、新たな輸出への挑戦を支援。

• 登録後のカウンセリングで、輸出の準備状況や抱える課題に応じて最適な支援策を個別提案。

輸出挑戦に向けたアドバイス

•全社視点での海外事業戦略の策定支援

•仕向国・地域の検討への助言

•商材・サービスの磨き上げ支援

•実現性検証の現地渡航調査への同行支援

輸出継続･拡大ステージ

輸出挑戦ステージ

輸出準備ステージ

等

輸出実現に向けた商談機会の創出

•国内商社とのマッチングによる間接輸出支援

•海外ECによる海外市場開拓への支援

•専門家による伴走支援

•海外見本市への出展支援 等

自立化に向けた支援

•社内人材の育成

•海外展開に必要な資金支援

•経営基盤強化のハンズオン支援

•民間パートナーによる支援 等

課題に応じた支援メニューの提案

個別カウンセリング

新規輸出１万者支援
プログラム

ポータルサイト･相談窓口

新たに輸出に挑戦する

事業者

登 録

ジェトロ コンシェルジュから連絡

URL：https://www.jetro.go.jp/ichiman-export.html

https://www.jetro.go.jp/ichiman-export.html
https://www.jetro.go.jp/ichiman-export.html
https://www.jetro.go.jp/ichiman-export.html
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新規輸出１万者支援プログラムの支援対象

• 新たな国･地域への輸出や新たな商材･サービスで輸出に取り組む事業者の方も利用可能。

新たな商材･サービスを開

発して輸出に挑戦する事業

者の方も利用いただけます。

はじめての輸出

●
▲
商
社

＊ コロナ禍等で輸出が複数年止まっていて、新たに再開する場合なども対象となります。

＊ プログラムで紹介する支援メニューには、個別に中小企業要件や審査基準などが設けられているものもあり、ご利用できない場合があります。

新たな商材･サービス 新たな国･地域 新たな手法

これまでの輸出国に加えて

(変えて)、新しい国･地域へ

の輸出に挑戦する事業者の

方も利用いただけます。

新たに越境ECに挑戦するな

ど、これまでの輸出に加え

て(変えて)、新しい手法で

輸出に挑戦する事業者の方

も利用いただけます。

輸出の経験がなく、はじめ

て輸出に取り組む事業者の

方向けのプログラムです。



商工会地域 商工会議所地域
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• 小規模事業者自らが作成した経営計画に基づき、 販路開拓等の取組 や、 販路開拓等の取組とあわ

せて行う業務効率化の取組 を支援するための経費の一部を補助。

• 事業実施にあたっては、商工会・商工会議所による助言等の支援 を受けながら事業に取り組む。

支援概要

小規模事業者持続化補助金（一般型通常枠・創業型）

一般型通常枠

公募・申込

お問合せ先

＜一般型通常枠・創業型＞ 2026年3月6日（金）～2026年4月30日（木）17：00

※詳細・最新情報は各施策の公募要領をご確認ください

＜活用例＞
販促用チラシ、パンフレット作成、広告掲載、店舗改装、販売拡大の
ための機械装置の導入、ウェブサイト・ECサイト構築、新商品開発、
商談会への参加、税理士等への相談費用 など

申請枠 補助上限額 補助率

一般型
（通常枠）
※災害 支援枠は割愛

50万円 2/3

※インボイス特例の要件を満たす場合は、補
助上限額に50万円を上乗せ
※賃金引上げ特例の要件を満たす場合は、補
助上限額に150万円を上乗せ

創業型
200万円

※インボイス特
例は適用

2/3 

＜対象経費＞
①機械装置等費、 ② 広報費、 ③ ウェブサイト関連費、 ④ 展示会等
出展費（オンラインによる展示会・商談会等を含む）、 ⑤ 旅費、 ⑥ 開発費、 
⑦ 資料購入費、 ⑧ 借料、 ⑨ 設備処分費、 ⑩ 委託・外注費

創業型

https://www.jizokukanb.com/jizokuka_r6h/
https://r6.jizokukahojokin.info/#gsc.tab=0
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• 中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行い、

生産性を向上させるための設備投資等を支援

支援概要

ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金）

支援類型
補助上限額

（従業員数による異なる）
補助率

製品・サービス
高付加価値化枠 

1~5人：750万円
6～20人：1,000万円
21~50人：1,500万円
50人以上：2,500万円

中小企業1/2

小規模・再生

2/3 
グローバル枠 3,000万円

ものづくり補助金事務局サポートセンター

公募・申込

お問合せ先

受付時間：10:00～17:00（土日祝日を除く）
電話：050-3821-7013

23次公募受付: 2026年4月3日（金）～ 5月8日（金）

※詳細・最新情報は各施策の公募要領をご確認ください

詳細はこちら

詳細はこちら

＜グローバル枠＞
海外事業を実施し、国内の生産性を高める取り組みに必要な設備
・システム投資等を支援
例）海外市場獲得のため、新たな製造機械を導入し新製品の開発を
行うとともに、海外展示会に出展

※1：大幅賃上げ特例措置適用の場合は、補助上限額を100～1,000万円上乗せ 
※2：従業員規模で補助上限額異なる 
※3：最低賃金引上げ特例の場合は、補助率を2/3に引上げ

（小規模・再生事業者は除く）

https://portal.monodukuri-hojo.jp/
https://portal.monodukuri-hojo.jp/
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ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金）

★：機械装置・システム構築費以外の経費は、総額で 500 万円（税抜き。グローバル枠の場合は、1,000 万円）までを補助上限額とします。 ◎：上限額＝補助対象経費総額(税抜)の２分の１ 
▲：上限額＝補助対象経費総額(税抜)の３分の１ ■：上限額＝補助対象経費総額(税抜)の５分の１ ※：グローバル枠海外市場開拓（輸出）に関する事業のみ対象
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• 相手国のニーズが高いDX/GX分野を中心に共創案件の形成等を支援。成長余力が高い同地域の活力

を生かした日本のイノベーション創出や産業基盤のネットワーク構築、経済安保強化等にも裨益

支援概要

令和7年度補正 グローバルサウス未来志向型共創等事業（小規模実証・FS）

支援類型 補助上限額 補助率

FS事業 上限1億円
中小企業2/3
中小企業以外

1/2
小規模実証 上限5億円

令和6年度補正

公募・スケジュール

（参考）過去事業採択

※詳細・最新情報は各施策の公募要領をご確認ください

詳細はこちら←

←詳細はこちら

・化石燃料からクリーンなエネルギー利用への転換等GHG排出削減を図る案件

・デジタル技術を用いて、ビジネスモデルの変革を図る案件

②ＤＸ分野

③経済安全保障分野
・「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律施行令」
で指定された「特定重要物資」に係る案件

事業の対象分野等

①ＧＸ分野

公募(予定)：3月末～（受付は4～5月頃を想定）      

令和5年度補正

案件組成や現地人材の育成等による社会課題解決

AI等新技術の社会実装

日本へデータ等を還元、高度人材還流など（イノベーションの源）

＜事業例＞

グローバルサウス諸国

日本

R&D拠点整備等が
促される効果

詳細はこちら←

←詳細はこちら

https://gs-hojo-web.jp/
https://gs-hojo-web.jp/
https://gs-hojo-web.jp/
https://gs-hojo-web.jp/
https://gs-hojo-web-fspoc.jp/
https://gs-hojo-web-fspoc.jp/
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【中堅・中小企業のための海外M&A事例集】

事例集はこちらから
ご確認いただけます
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お問い合わせ先

経済産業省 関東経済産業局 総務企画部 国際課

（住所）   〒330-9715 

  埼玉県さいたま市中央区新都心１番地１ さいたま新都心合同庁舎1号館

（TEL）   048-600-0262

（E-mail） 関東局中小企業海外展開支援 <bzl-kanto-kaigai■meti.go.jp>

（※E-mailの■は＠に置き換えて御利用ください。）

ご清聴ありがとうございました。

いつでも何でもお気軽にご連絡ください！

• 最新情報は右記ORコードもしくは「関東経済産業局 海外展開」で検索ください！


	スライド 0: 中小企業海外展開支援施策のご紹介
	スライド 1: 関東経済産業局（国際課）について
	スライド 2: 新規輸出１万者支援プログラム
	スライド 3: 新規輸出１万者支援プログラムの支援対象
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8: 【中堅・中小企業のための海外M&A事例集】
	スライド 9: お問い合わせ先

